
別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

（参考）　集落内の中心経営体数

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

①地区内の耕地面積 41.0ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 32.8ｈａ

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 10.1ｈａ

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 5.2ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 0.0ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 0.8ｈａ

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

認定農業者 33 経営体

認定新規就農者 2 経営体

基本構想水準到達者 4 経営体

今後育成すべき農業者 0 経営体

その他中心経営体 0 経営体

綾町 中央（西中坪、昭和） 令和4年3月28日 令和5年3月28日

（備考）

地区内の高齢化が進み、担い手・労力の確保が困難になりつつある。

農地中間管理機構を活用をするなど集約化を進める。

空いたハウス施設は再整備、移設等を含め、再活用を図る。

水稲や飼料稲など土地利用型作物の作付けに取り組む（畜産農家との連携）。

ハウス施設は規模拡大や新規就農者向けに移設・再整備し、利活用を図る。また、経営継承をする（予定を含
む）後継者の将来負担を減らすため、老朽化したハウス施設の更新について早期に更新計画の検討を始める。


